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     第11図 目的別歳出予算の構成比
（一般会計）

(注) 構成比は四捨五入のため合計に合わない場合があります。
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第12図 県民１人あたりに使われる金額
（一般会計）

(単位:円)

(注)数値は四捨五入のため合計に合わない場合があります。
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  歳出予算 

 一会計年度内において、県が事業を行ううえで必要とする経費を見積もったものを歳出予算と

いいます。 

ア．目的別歳出予算の状況 

 県の歳出を行政目的によって、議会費

や土木費、教育費等に分類したものを目

的別（款別）歳出予算といいます。 

 目的別歳出予算の構成比をみると、第

11図のとおり、小・中学校、高等学校の

教職員人件費、高校整備などを主な内容

とする教育費が25.2％、また、公債費が、

15.7％、さらに、道路、河川、公園等快

適なまちづくりを進めるための事業を行

う土木費が14.2％であり、この３費目で

歳出全体の約５割強を占めています。 

 なお、目的別歳出予算の主な事業内容

及び予算額の前年度比較は、第10表及び

資料14に示したとおりです。 

 一方、県民１人あたりに使われる金額

については、第12図に示したとおり、

409,627円となっています。 
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第10表 目的別歳出予算と主な事業内容（一般会計）                        （単位：千円） 

款   別 当初予算額 主な事業内容 事業担当部局 

１ 議 会 費 1,669,454 県の予算案、条例案等の審議議決 
県 議 会 

県議会事務局 

２ 総 務 費 53,216,235 

地方分権及び行政改革の推進、県の行政組

織や職員の人事、予算編成、文書や出納事

務、財政管理、県税の賦課徴収、企画、市

町村指導、地域振興、情報対策、広聴広報、

情報公開、ＮＰＯ活動の推進、人権施策、

男女共同参画の推進、交通安全対策、文化

振興、同和対策、青少年対策、国際交流、

統計調査、消防、防災、選挙、監査、水資

源・土地対策、交通政策、科学技術振興 

総 合 企 画 局 

総 務 局 

生 活 部 

地 域 振 興 部 

出 納 局 

選挙管理委員会 

人 事 委 員 会 

監 査 委 員 

３ 民 生 費 58,529,368 

生活保護、児童福祉、母子福祉、老人福祉、

心身障害者福祉等社会福祉、社会保障、国

民健康保健 

健 康 福 祉 部 

４ 衛 生 費 30,365,957 
医療対策、看護婦養成、公衆衛生、環境衛

生、公害防止、環境保全、自然保護 

健 康 福 祉 部 

環 境 部 

５ 労 働 費 5,933,510 労働福祉、雇用対策、職業訓練 
生 活 部 

地方労働委員会 

６ 農林水産業費 55,207,767 農業、畜産業、林業、水産業 

環 境 部 

農林水産商工部 

海区漁業調整委員会 

７ 商 工 費 36,295,586 
商工業、貿易振興、中小企業対策、企業誘

致、観光振興 
農林水産商工部 

８ 土 木 費 108,660,914 
道路、河川、海岸、砂防、港湾、都市計画、

住宅 

総 合 企 画 局 

県 土 整 備 部 

９ 警 察 費 41,419,003 
生命・財産の安全確保、犯罪捜査、交通安

全対策、交通取締 

公 安 委 員 会 

警 察 本 部 

10 教 育 費 192,287,642 
学校教育、生涯学習、スポーツ振興、文化

振興、私学振興 

生 活 部 

教 育 委 員 会 

11 災害復旧費 4,997,449 土木、農林水産施設等の災害復旧 
県 土 整 備 部 

農林水産商工部 

12 公 債 費 120,033,003 県債の償還 総 務 局 

13 諸 支 出金 54,437,000 

地方消費税清算金、利子割交付金、地方消

費税交付金、自動車取得税交付金、ゴルフ

場利用税交付金 

総 務 局 

14 予 備 費 100,000 
あらかじめ予見することができない経費に

充てるもの 
 

合  計 763,152,888   












